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地方公共団体において群マネの取組を展開していくため、モデルケースとなる地方
公共団体（以降、群マネモデル地域）を募集。
群マネモデル地域の支援事業については、両検討会の有識者から助言を頂きつつ、
必要な調査・検討・資料作成等を支援していくもの。
計画策定手法検討会：群マネの計画策定に係る検討に対して助言等を行う
実施手法検討会：複数の地方公共団体による包括的民間委託等の実施に関

する発注方式や市場調査等の検討に対して助言等を行う
今年度の群マネモデル地域の支援事業については、群マネの「広域」「多分野」の
要素のうち、より業務の効率化が期待でき、取組のニーズが高いと考えられる「広
域」の連携を図る先行事例の蓄積を優先して実施することとしたい。
⇒ 予め募集要領において、評価あたって重視する事項として明示



２．募集要領（案）
【概要】
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１．背景・目的

地方公共団体において群マネの取組を展開していくため、モデルケースとなる地方公共団体（以降、群
マネモデル地域）を募集

検討会の有識者から助言を頂きつつ、群マネの計画策定や業務の実施（群マネの計画に基づく包括
的民間委託等）に関する必要な調査・検討・資料作成等を支援

２．１ 支援対象

群マネ（都道府県や複数の市区町村の広域的な連携または多分野の連携によるインフラマネジメン
ト※）の計画策定・実施に関する検討を行う意向のある市区町村等
※「広域的な連携」もしくは「多分野の連携」のいずれかについて、計画策定・実施に関する検討を行う意向があれば応
募可能

※「広域的な連携」については今後、都道府県や複数の市区町村の広域的な連携に向けた検討を行う意向があれば
単独の都道府県・市区町村であっても応募可能

※市区町村を構成員に含む場合、都道府県が主体となって応募することが可能
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２．２ 支援内容
自治体が中心となって実施していく内容 国交省支援事業 支援内容（例）

計
画
策
定
支
援

• エリアの状況・将来予測・課題の整理
• インフラ群の現状把握・課題の整理

・インフラ等各種データ整理（現状、将来）
・課題整理の支援 等

• 群マネの考え方（広域連携・多分野連携の観
点）を踏まえた当面のインフラの措置（点検、維
持、補修・修繕、集約・再編、新設等）の基本
的な方向性

・類似の取組事例（維持管理、更新等）の収集
・課題と対応方針の整理の支援 等

業
務
実
施
支
援

• 群マネの実施方針の整理
-地域における維持管理等業務の状況、見通し
-具体的な業務の実施方針

・業務実施に向けた効果の概算整理
・具体的な業務内容の整理支援 等

• 包括委託等の業務の実施に向けた事業範囲・内
容の設定（発注範囲、管理水準）

・事業スキームの検討（事業範囲、実施体制、契約期
間）
・地域内でのリスク分担検討
・要求水準の設定・地域間調整 等

• マーケットサウンディング ・サウンディング手法の提案・実施支援
・サウンディング用資料の作成支援 等

• 関係者との調整（国や地方公共団体、都道府
県の外郭団体等） ・調整における資料の作成支援 等

• 発注図書の準備 ・発注図書の素案作成
・業者選定方法の提案 等
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応募締め切り後、１～２カ月程度で支援先を決定し、計画策定検討会及び実施検討会での検討支
援を開始予定

支援期間は１～２年程度を想定しているが、必要に応じて延長する可能性もある

２．３ 支援期間

支援対象となる群マネモデル地域は、応募様式と応募者へのヒアリング実施等をもとに、庁内における政
策方針・合意形成の状況や検討課題の多様性・汎用性等を総合的に勘案の上、計画策定検討会
及び実施検討会での議論を踏まえ、３～５程度の群マネモデル地域を選定

なお、評価にあたって重視する事項は次の通り

• 都道府県や複数の市区町村の広域的な連携の実現性が高い場合

• 構成員となる地方公共団体においてインフラメンテナンスで工夫した取組事例がある場合
（特に、包括的民間委託の取組事例がある場合、より重視される）

３．５ 選定方法

募集要領が確定した後、記者発表を行い、１カ月程度の期間で募集予定

３．３ 応募受付期間


